
民法等の一部を改正する法律の概要

要旨

児童虐待の防止等を図り，児童の権利利益を擁護する観点から，親権の停止制度を新設し，法人又は複数の
未成年後見人の選任を認める等の改正を行うとともに，関連する規定について所要の整備を行う。

要旨

親権 喪失 制度等 見直

要点

親権の喪失の制度等の見直し
○ ２年以内の期間に限って親権を行うことができないようにする親権の停止制度の新設 （民法）
○ 親権の喪失等の家庭裁判所への請求権者の見直し （民法，児童福祉法）
○ 施設長等の権限と親権との関係の明確化 （児童福祉法）

未成年後見制度等の見直し
○ 法人又は複数の未成年後見人の許容 （民法）
○ 里親等委託中及び一時保護中の児童相談所長の親権代行について規定（児童福祉法）

その他その他
○ 子の監護及び教育が子の利益のためにされるべきことを明確化 （民法）
○ 懲戒に関する規定の見直し （民法）
○ 離婚後の子の監護に関する事項の定めとして面会交流等を明示 （民法）
○ その他，所要の規定の整備 （民法，児童福祉法，家事審判法，戸籍法等）

施行時期等

平成２３年５月２７日 成立
平成２３年６月 ３日 公布（平成２３年法律第６１号）平成２３年６月 ３日 公布（平成２３年法律第６１号）
平成２４年４月 １日 施行
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「民法等の一部を改正する法律」の施行等について

改正の趣旨等

１ 親権と親権制限の制度の見直し

児童虐待の防止等を図り、児童の権利利益を擁護する観点から、親権の停止制度を新設し、法人又は複数の未成年後見人の選任を認める等の改
正を行うとともに、関連する規定について所要の整備を行うもの。 【平成23年６月３日 公布（一部施行） ／ 平成24年４月１日 施行】

（現行）
 親権を行う者は、子の監護及び教育をする権利を有し、義務を負う。

 親権を行う者は 必要な範囲内で自らその子を懲戒し 又は家庭裁判

○ 子の利益の観点の明確化等

１．親権と親権制限の制度の見直し

（改正後） 【民法関係】
 親権を行う者は、子の利益のために子の監護及び教育をする権利を有し、

義務を負う。

 親権を行う者は 子の利益のために行われる子の監護及び教育に必要 親権を行う者は、必要な範囲内で自らその子を懲戒し、又は家庭裁判
所の許可を得て、これを懲戒場に入れることができる。

 親子の面会交流等についての明文規定がない。

 親権を行う者は、子の利益のために行われる子の監護及び教育に必要
な範囲内でその子を懲戒することができる。

 離婚後の子の監護に関する事項として親子の面会交流等を明示。

（現行）
（改正後） 【民法関係】
 家庭裁判所は 「父又は母による親権の行使が困難又は不適当 ある

○ 親権停止制度の創設

（現行）
 あらかじめ期限を定めて親権を制限する制度はない。

 家庭裁判所は、「父又は母による親権の行使が困難又は不適当であるこ
とにより子の利益を害するとき」に２年以内の期間を定めて親権停止の審
判をすることができる。

（現行） （改正後） 【民法関係】

○ 親権喪失・管理権喪失原因の見直し

 家庭裁判所は、 「父又は母が、親権を濫用し、又は著しく不行跡である
とき」に親権喪失の宣告をすることができる。

 家庭裁判所は、「父又は母が，管理が失当であったことによってその子
の財産を危うくしたとき」に管理権喪失の宣告をすることができる。

 家庭裁判所は、「父又は母による虐待又は悪意の遺棄があるときその他
父又は母による親権の行使が著しく困難又は不適当であることにより子の
利益を著しく害するとき」に親権喪失の審判をすることができる。

 家庭裁判所は、「父又は母による管理権の行使が困難又は不適当である
ことにより子の利益を害するとき」に管理権喪失の審判をすることができる。

親権喪 等 請求権者 直

（現行） （改正後） 【児童福祉法関係】

（現行）
 子の親族及び検察官が、親権の喪失等について、家庭裁判所への請

求権を有する。

（改正後） 【民法関係】
 子の親族及び検察官のほか、子、未成年後見人及び未成年後見監督人

も、親権の喪失等について、家庭裁判所への請求権を有する。

○ 親権喪失等の請求権者の見直し

（現行）
 児童相談所長は、親権喪失についてのみ、家庭裁判所への請求権を

有する。

（改正後） 【児童福祉法関係】
 児童相談所長は、親権喪失、親権停止及び管理権喪失の審判並びにこ

れらの審判の取消しについて、家庭裁判所への請求権を有する。
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（現行）

 施設入所中の児童に親権者等がいない場合には 施設長が親権を代
（改正後） 【児童福祉法関係】

○ 児童相談所長による親権代行

２．児童相談所長、施設長等による監護措置と親権代行について

 施設入所中の児童に親権者等がいない場合には、施設長が親権を代
行するが、里親等委託中又は一時保護中の親権者等がいない児童につ
いては、親権を代行する者がいない。

 里親等委託中及び一時保護中の児童に親権者等がいない場合には、
児童相談所長が親権を代行する。

（改正後） 【児童福祉法関係】

 児童相談所長は、一時保護中の児童の監護等に関しその福祉のため
○ 児童相談所長、施設長等の監護措置と親権との関係

（現行）

 児童相談所長に、一時保護中の児童の監護等に関しその福祉のために
必要な措置をとる権限の明文規定がない。

 施設長等は、児童の監護等に関しその福祉のために必要な措置をとる
が が

長
に必要な措置をとることができる。

 児童相談所長、施設長等が児童の監護等に関しその福祉のため必要
な措置をとる場合には、親権者等は不当に妨げてはならない。

（施設長等による監護措置と親権者等との関係に関するガイドラインを策
定中。）

ことができる旨の規定があるのみ。  児童の生命、身体の安全を確保するために緊急の必要がある場合に
は、親権者等の意に反しても、児童相談所長、施設長等が必要な措置を
とることができる。

（参考） 改正後の児童相談所長、施設長等による親権代行、監護措置の整理

親権者（父母）・未成年後見人のない場合
（親権喪失・停止の場合も含む。）

親権者（父母）又は未成年後見人のある場合

未成年後見人あり 親権者（父母）あり

在宅の場合

親権を行う者なし

※ 法律行為を行うためには、未成年後見人を選任する必要あり。 未成年後見人による後見
親権者による親権行使在宅の場合 ※ 法律行為を行うためには、未成年後見人を選任する必要あり。

※ 児童相談所長による未成年後見人の選任請求中は、児童相談所長が親権
代行。

（親権行使）
親権者による親権行使

一時保護中

児童相談所長による親権代行 同上 同上

児童相談所長による監護措置 （親権者等の不当な妨げの禁止）
（児童相談所長による監護措置）

里親等委託中

児童相談所長による親権代行 同上 同上

里親等による監護措置 （親権者等の不当な妨げの禁止）

親権者等の意に反する安全確保のための緊急措置

親権者等の意に反する安全確保のための緊急措置
（児童相談所長による監護措置）

里親等による監護措置

施設入所中

施設長による親権代行 同上 同上

施設長による監護措置 （親権者等の不当な妨げの禁止）

親権者等の意に反する安全確保のための緊急措置
（施設長による監護措置）
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○ 法人・複数の未成年後見人の許容

３．未成年後見制度の見直し

（現行）
 家庭裁判所は、法人を未成年後見人に選任することができない。
 未成年後見人は、一人でなければならない。

※ 未成年後見人は、未成年者に対して親権を行う者がないとき等に、親権者と同
一の権利義務を有し 後見（身上監護 財産管理など）を行う 法律上の手続や

（改正後） 【民法関係】
 家庭裁判所は、法人を未成年後見人に選任することができる。
 未成年後見人は、複数でもよい。
（未成年後見人が複数いる場合、原則として、その権限を共同して行使。）
（家庭裁判所は、財産管理権について、一部の後見人につき財産管理権一の権利義務を有し、後見（身上監護、財産管理など）を行う。法律上の手続や、

多額の財産の管理を行う場合に選任が必要となる。

（家庭裁判所は、財産管理権 、 部 後見人 き財産管理権
のみの行使の定め、単独行使の定め、事務分掌の定めが可能。）

（参考） 複数、法人の未成年後見人について想定される例

【法人の未成年後見人の例】
 児童福祉施設等を運営する社会福祉法人
 児童の権利擁護の活動を行う法人 等

【複数の未成年後見人の例】
 おじ・おばや祖父母が２人で後見人となり、共同で後見。
 多額の財産がある場合、親族のほかに弁護士等の専門職を選任。

一般的な後見は親族が、特定の財産の管理は弁護士等の専門職が行う。

（現行）

４．一時保護の見直し

（現行）

 一時保護の期間は、原則として、一時保護を開始した日から２か月を超
えてはならないが、児童相談所長等において必要があると認めるときは、
引き続き一時保護を行うことができる。

（改正後） 【児童福祉法関係】

 ２か月を超える親権者等の意に反する一時保護については、その継続
の是非について、第三者機関である児童福祉審議会の意見を聴く。

（現行）
 家庭裁判所は 法第28条の承認の審判をする際 保護者に対する指

（見直し後） 【児童福祉法関係】

 この運用を保護者指導に効果的に活用するため 児童相談所が保護者

５．児童福祉法第２８条の審判の運用方法の見直し（※） ※ 専門委員会報告書を踏まえた見直し

 家庭裁判所は、法第28条の承認の審判をする際、保護者に対する指

導措置を採ることが相当であると認める時は、保護者に対し指導措置を採
るべき旨を、都道府県に勧告することができ、この指導勧告書の写しを保
護者に送付する運用が可能。

 この運用を保護者指導に効果的に活用するため、児童相談所が保護者
指導に効果的であると考える場合に、家庭裁判所に対して、都道府県等
への指導勧告と、保護者への指導勧告書の写しの送付を求める上申の
手続を示す。
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